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米国の対中戦略観―同盟国はどう考えるべきか？ 

 渡部恒雄 笹川平和財団上席研究員  

 
米国の対中戦略で明らかな部分と不明な部分  
 
 2019年 6月 1日に発表された米国防総省のインド太平洋戦略報告は、中国を、地域の
国際秩序に挑戦する修正主義勢力と規定し、「米国は地域の主権と一体性が守られるイン
ド太平洋地域を構築するための協力を考えていく」と記述している。1 現実主義の世界
で考えれば、現在の米中の競争関係の性質は、グレアム・アリソンが詳述した「ツキジデ
スの罠」類型ということになるだろう。2 この類型では、国際秩序における覇権国である
米国が、それを脅かす最も近い地位にある中国の勢力を削ぐように行動するということで
ある。 
 一方で、米国がグローバルな経済ときわめて密接なバリュー・チェーンで繋がっている
中国経済を孤立（デカップリング）させる封じ込め政策を、冷戦下のように再度採用でき
るのかどうかは大きな疑問である。その政策は、世界と米国の経済に大きな打撃を与える
ことが予想できるからだ。米国経済への悪影響は、いかなる米国の大統領とそのライバル
候補に対しても、 大きな打撃となりかねない。いうまでもなく、米国大統領選挙では指
導者の経済政策の成果は、常に厳しく判断される。また、中国が米国抜きの経済圏を作っ
て機能させ、むしろ米国が世界への影響を失ってしまうリスクも懸念されている。3 

 もう一つの疑問は、現トランプ大統領のコアな支持層である内向きの政策を志向する米
有権者が、中国との厳しい軍事競争を受けいれるのかどうか、という点だ。その競争は、
1950年から 1980年代まで続いた東西冷戦の際よりも、さらに重い軍事的負担を米国に課
す可能性があるからだ。それはトランプ大統領の「アメリカ・ファースト」という公約
や、一般有権者の「内向き志向」に反するようにも思われるからだ。 

                                                           
1 Department of Defense, Indo-Pacific Strategy Report, June 2, 2019, pp.7-20., 
https://media.defense.gov/2019/Jul/01/2002152311/-1/-1/1/DEPARTMENT-OF-DEFENSE-INDO-PACIFIC-
STRATEGY-REPORT-2019.PDF 
2 Graham Allison, “Thucydides Trap,” Foreign Policy, June 9, 2017. 
3 ジェームズ・ドビンズ「米国抜きでも国際秩序は死なず」ウォール・ストリート・ジャーナル日
本語版、2018 年 7 月 25 日、
https://jp.wsj.com/articles/SB10360345411573113586804584368092147936068 



2 
 

 米国の議会と政権の指導者層には最近の中国の戦略的進路についての懸念と否定的な見
方が共有されているのは事実だが、一方で、中国の行動をどのように協力的にしていくの
か、というような戦略的な道筋のコンセンサスは見られない。米国が、中国をかつての冷
戦下のソ連のような「自らの存在を脅かす脅威」（existential threat）と決定的に考えてい
るのかどうかという点も、定かではない。 

  2018年 10月のマイク・ペンス副大統領は、ハドソン研究所での対中政策演説におい
て、中国が米国と世界にもたらす挑戦について網羅したが、それらはすべて妥当なもので
はある。4 この演説は、世界的に米国の対中新冷戦の宣戦布告であると解釈された。しか
し、この演説で指摘した貿易不均衡、中国の問題行動を止めさせること、経済と政治上で
中国の影響力の世界への拡大、あるいは中国の民主化や体制変革などについての目標につ
いて、それをどのように達成するかという道筋については言及されなかった。同様に、ペ
ンス演説は、これらの目標を戦略的に達成するための米国が用いることができる現実的な
手段と資源についても言及がなかった。実際には、ペンス演説だけではなく、米国政府の
他の関連する文書を見ても、包括的な戦略はあまり見受けられないのが現状である。 
 
対中エンゲージャー（対中関与論者）はより戦略的にみえるが実際には中国を止めること
はできなかった 
 
 皮肉なことだが、むしろ 100名近くのアジア専門家が、ワシントンポスト紙に掲載した
「中国は敵ではない」(China is not an enemy)という公開書簡のほうに、むしろ戦略的思考
を見つけることができる。この公開書簡は、「中国の近年の問題行動、例えば、国内の抑
圧、私企業への国家の管理強化、通商合意の非遵守、他国の世論への意図的な影響力行使
とアグレッシブな外交政策は、世界に深刻な挑戦を突き付けている」と考え、これらに対
して、米国は効果的で断固とした対応が必要だと認識している。一方で、この公開書簡
は、「現在の米国の中国へのアプローチは、基本的に建設的ではなく逆効果である」と考
えている。彼らの提言は、米国は同盟国やパートナー国とともに、中国が参加できる余地
を残したより自由で繁栄した世界を作るべき、というものだ。彼らは、「中国の役割に対
する敵か味方かというゼロサム的アプローチは、中国を現状のシステムから離脱させ、米

                                                           
4 “Vice President Mike Pence's Remarks on the Administration's Policy Towards China,” at the Hudson 
Institute, October 4, 2018. 
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国と袂を分かち、米国の利益に反するもう一つの世界秩序の盟主にさせるだけだ」と考え
ている。5  

    彼らのレトリックは、オバマ政権の米国リバランス政策のような穏健な国際主義者のア
プローチに近く、一見すると合理的なものに思われる。これらは、これまでの対中関与派
（engagement school）の延長線上にあるレトリックだ。しかしながら、オバマ政権までの
米国の対中関与政策が、米国のアジア地域と世界における覇権を脅かしかねない、中国の
拡張的な行動を抑制することに失敗してきたのは冷厳な事実なのである。 

 自国の安全保障を米国の軍事プレゼンスと行動に深く依存している東アジアにおける日
本、韓国、台湾などの米国の同盟国に対して、これらの米国の関与主義者のアプローチ
が、再保証（reassurance）により、説得することはますます難しくなっているのが現状
だ。 

 むしろ、現在のトランプ政権の中国への強硬なアプローチのほうが、中国からの攻勢か
ら自らを防衛するために有益なものだという意見が現状では強い。例えば、中国系米国人
のゴードン・チャンは、保守系のウォール・ストリート・ジャーナル紙に寄稿した論説
で、「トランプ氏だけが唯一、中国が支配しようとしている世界に対して、我々の前に立
ちはだかってくれる存在だ」と述べている。6 しかも、ニューヨークタイムズのリベラ
ル国際派のコラムニストであるトーマス・フリードマンでさえ、「中国が大きくなりすぎ
てアメリカに妥協しなくなる存在となる前に、貿易関係を再均衡させようとしているトラ
ンプの本能は正しい」と述べている。7  

     米国の幅広い対中政策論議を見てみると、トランプ流の中国への強硬なバランシング
策も、オバマ流のソフトなエンゲージメント（関与）策のどちらにも、同盟国として懸念
は残る。我々同盟国が過去の米中関係で目の当たりにしてきたように、8トランプ現政権
も含め、米国の政権が、いつ、どのように、中国への戦略的な道筋を変えるかどうかは、
定かではないからだ。 
 

                                                           
5 M. Taylor Fravel, J. Stapleton Roy, Michael D. Swaine, Susan A. Thornton and Ezra Vogel, “China is not 
enemy,” The Washington Post, July 3, 2019.  
6 Gordon G. Chang, “Xi Changed My Mind About Trump,” The Wall Street Journal, July 24, 2019. 
7 Thomas Friedman, “China Deserves Donald Trump,” The New York Times, May 21, 2019.  
8 ジェームズ・マンは『米中奔流』（1999 年共同通信社行）において、ニクソン政権からクリント
ン政権までの米国の対中政策が、様々な要因により、180 度転換を繰り返している歴史を描いてい
る。英語の原題は 180 度転換を意味する『About Face』（1998, Knopf）。 
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中国は米国の内向き外交の対象ではない 
 
 米国が、現在のトランプ政権で、軍事面で中国の軍事力を抑制し、地域や世界への影響
力の拡大を食い止めるために強硬なバランシング（けん制）政策を志向しているのは明ら
かだ。また経済的にも、中国の通商や経済の国際ルールを逸脱して、「中国製造 2025」
に代表される国家ぐるみの技術開発や、通商や経済手段を政治的な目的に使用する「エコ
ノミック・ステートクラフト」といわれる政策の濫用などに懸念があり、それがトランプ
政権内だけではなく、米国内の共和・民主両党の議会や企業にも共有されている。それこ
そが、現在のトランプ政権の厳しい米中貿易戦争の背景にある要素でもある。 

 軍事面においても、経済・通商面においても、今後の対中政策のトレンドを考える際
に、おそらく米国の指導者は、中国が米国の圧倒的な優位を脅かす存在である限り、長期
に渡り、対中バランシング策を継続して取り続けるというのが、長期的なトレンドと考え
られる。 

 特に、軍事面においては、世界や地域の覇権争いに加えて、安全保障における米国の優
位性が失われることは、米国の領土防衛に直接の脅威を突き付けることを意味する。現在
の米国の内向き姿勢は、あくまでも、アフガニスタンやシリアなどの米国の防衛に不必要
な地域までに軍事資源を使ってしまうオーバーストレッチに批判的なのであり、自国の領
域防衛の重要性は引き続き最優先の課題であり続けるだろう。 

例えば、ポンペオ国務長官は 2019年 5月 11日に、カリフォルニアのクレアモント大学
で米国の内向き志向の米国人にアピールするアメリカ・ファースト外交の演説をしてい
る。このスピーチで、ポンペオ国務長官は、米国の建国の父達の基本理念、特にジョン・
クインシー・アダムズ大統領（国務長官としてモンロードクトリンを起草）の外交理念を
語っているが、これがトランプのアメリカ・ファースト外交の基本理念と重なる。 

ポンペオ氏によれば、J・Q・アダムスの外交理念は、現実主義（Realism）、抑制
（Restraint）、尊重（Respect）の三つから成り、1821年のアダムス自身の言葉である
「我々は怪物を退治するために外国にはいかない」（America goes not abroad in search of 

non-existent monsters to destroy）を引用した。ポンペオ氏は、過去の国務長官、オルブライ
ト、ライス、クリントンらの外交政策は、21世紀のニュー・コロニアリズムともいうべ
き冒険主義だと批判している。そして第二次世界大戦後の米国人はマッキンダーやスパイ
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クマンのような地政学者の影響を受けて、国際的な冒険主義だったが、今後は抑制を持っ
て、それ以前に戻るべきだという考えを示した。9 

ただし、ポンペオ氏は、米国の優位性が失われるようなことや、本国防衛を危機に晒す
ようなことがあっても、米国の対外関与を控えるべきだとは考えない。彼は、同じ演説の
中で、アメリカは、戦略的により重要な地域に焦点を集中させており、民主的な価値を共
有する国家と協力し、そうではない中国やロシアのような国からの防衛を考えているとし
ている。10つまり、アメリカ・ファーストは、あくまでも、アフガニスタンやイラクのよ
うな喫緊ではない対象への軍事関与を削減させるものであり、自国の防衛に直接の脅威に
なる対象は別なのである。 
 
軍事戦略家の対中観と同盟国の重要性 
 
現実問題として、中国による戦力投射能力が、第一列島線、第二列島線を越え、西太平

洋で自由に活動できるようになれば、米国西海岸まで海以外に遮るものはなくなってしま
う。実際、1941年の日本による真珠湾攻撃直後、カリフォルニア州における米市民は、
日本からの奇襲攻撃への疑心暗鬼となり、多くの根も葉もない流言飛語に怯えた事実があ
る。この前例を踏まえれば、当時よりもはるかに軍事技術が進んだ現在、米国民が、中国
の軍事力の台頭を放置して、みずからの領域防衛の最前線を危機に晒すようなことはでき
ないだろう。 

 このような意味で、米国は、第一列島線上にある日本が、太平洋上に進出する中国をブ
ロックする日本の島嶼部への対艦ミサイルの配備を、重要な能力として期待・評価してい
る。例えば、米シンクタンクの戦略予算評価分析センター（CSBA）の創設者であるアン
ドリュー・クレピノビッチは、笹川平和財団への寄稿、「列島防衛：日米同盟と西太平洋
の平和の安定の維持」の中で、日本列島から台湾、フィリピン諸島までにいたる第一列島
線の防衛の重要性を論じている。11 

                                                           
9Michael P. Pompeo, “A Foreign Policy From the Founding,” May 11, 2019,   https://www.state.gov/remarks-
at-the-claremont-institute-40th-anniversary-gala-a-foreign-policy-from-the-founding/ 
10 Ibid. 
11 Andrew F. Krepinevich, Jr.  Archipelagic Defense: The Japan-U.S. Alliance and Preserving Peace and 
Stability in the Western Pacific, Sasakawa Peace Foundation, Japan-US Program, August 1, 2017, 
https://www.spf.org/jpus-j/img/investigation/SPF_20170810_03.pdf 
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 彼は、中国のアサーティブな動きは、台頭する国家の特徴と中国の戦略文化の反映の両
方だとして、中国の軍事能力拡大の結果、インド太平洋地域のアクターは中国の主導する
地域のルールを認めざるを得なくなる状況が生まれる可能性があると指摘する。同様に、
中国は地域の「フィンランド化」を目指しているとも指摘する。121948年にフィンランド
はソ連友好協力相互援助条約を結び、議会民主制と資本主義経済を維持ながら、ソビエト
連邦の勢力下におかれてしまった。 

クレピノビッチは、米国の戦略は中国の指導者に対して、自国が軍事バランス的に不利
な立場にあると認識させ、力の行使や誇示により、政治的目標を達成するのは不可能と認
識させるような状況を維持していくことと定義する。地理的にみれば、中国は、第一列島
線、第二列島線が太平洋への自らのアクセスを阻み、経済の生命線である貿易活動が制限
を受けると考えている。また中国は、もし米軍が第一列島線から第二列島線まで引けば、
戦略的縦深を失い、中国の沿岸への作戦のベースを失うことになり、自国の安全に寄与す
ることになるとも考えている、とクレピノビッチは指摘する。13 

さらに、中国の中距離弾道ミサイルと戦闘機の効果的な射程は中国本土から 800-900マ
イルと考えられ、フィリピン諸島南部と本州の一部と北海道は、この射程から外れるが、
本州の一部と南西諸島は、このレンジ内に収まっている。もし世界の GDP第三位の日本
や先進経済国の台湾が、中国の軍門に下る（フィンランド化される）ことになれば、グロ
ーバルな軍事バランスを中国に有利な方向に傾けることができると考えている。したがっ
て、日米同盟の目的は中国が侵略や強制力によって、修正主義的な狙いを達成することを
抑止することであり、そのためには第一列島線の大部分を構成する日本・台湾・フィリピ
ンと、この三か国と同様の考え方を持つ西太平洋戦域（West Pacific Theater of Operation）
内の防衛を可能にする軍事バランスを達成することだという。14 

その文脈で、クレビノビッチは、陸上自衛隊の南西諸島での対艦ミサイルの配備状況を
みて、日本はすでに琉球諸島のいくつかの島々で、優位性を活かすように行動していると
指摘し、琉球諸島全域に沿って相互支援ができる防御が構築されることに期待を示してい
る。15 

                                                           
12 Ibid.p.29. 
13 Ibid. 
14 Ibid.p.49. 
15 Ibid.p.62. 
 



7 
 

 また、前出の米国防総省の「2019年インド太平洋戦略報告書」では、日韓豪・フィリ
ピン・タイなどの同盟国の次に安全保障協力を強化しているパートナーとして、シンガポ
ール、台湾、ニュージーランド、モンゴルを列記している。米国の台湾防衛の目的とし
て、「中国からの圧力からの安全と安心と自由を守ること」を掲げている。16 

トランプ政権は 2019年 7月、議会に台湾への 22億ドルの武器売却を求め、それが承認
されたが、その内容は、108台の M1A2T戦車、250基のスティンガーミサイル、66機の
F16V戦闘機など、オバマ政権下で抑制されていた台湾への武器売却が拡大した。中国か
らすれば、その主権である「核心的利益」に挑戦するものであり、強く非難しているが、
これは中台間の軍事バランス維持をするという目的とともに、米国の本土防衛に直結する
第一防衛線の防衛という意図があると考えていいだろう。 
 
米国の対中政策の長期トレンドと日本の政策 
  
 これまでの歴史を振り返えれば、米国の対中政策を短期的に予想することは不可能であ
り、今後も、米中はこれまでと同様に大国外交に特徴的な競争と妥協の駆け引きが続くと
考えるべきだろう。一方で、歴史的経緯、地政学的要素、米国人の戦略観を総合すれば、
今後の米国の長期的な対中政策のトレンドは、1972年のニクソン訪中からオバマ政権ま
で続いた長い「関与（engagement）パラダイム」の時代に代わり、新たな「対抗
(competition)パラダイム」ともいうべき時代に入ろうとしているように思われる。 

 アジアの米国の同盟国が現在なすべきことは、中国への米国への懸念が最大になってい
る現在のモーメンタムを逃さずに、同盟の機能と信頼性をさらに上げるための努力をする
ことだろう。少なくとも、対米同盟の機能を維持、アップグレードすることで、地域の軍
事バランスを維持し、中国が地域において軍事的な冒険をする可能性を減らすことが直近
の目標となる。そのような意味で、同盟国は、トランプ政権の対中タカ派および国防総
省・軍とともに、中国のアグレッシブな軍事行動を抑止していくための能力を維持・強化
するための相互協力を行う絶好の機会である。 

 一方で、注意すべきは、今後の米国の「対抗パラダイム」は、必ずしも封じ込め政策
（containment）を伴うものとはいえないことだ。むしろ強硬な関与政策(hawk engagement)

を取る可能性のほうが高いだろう。それは、中国との経済的な関係を完全に切ることが、

                                                           
16   Department of Defense, Indo-Pacific Strategy Report, p.21., 
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中国との対抗において、米国に優位に働かないのではない、という認識が米国内にあるか
らだ。しかも、米国経済へのダメージを考えれば、4年毎に選挙の洗礼を受ける米国の指
導者がとり得る現実的な選択肢ではない。 

冒頭に指摘した 2018年 11月のペンス副大統領のハドソン研究所での対中演説の中で不
明だった点のいくつかは、2019年 10月のペンス氏によるウッドロー・ウィルソンセンタ
ー主催の二回目の対中演説で示された。それは、「対抗パラダイム」における「強硬な関
与政策」である。 

2019年のペンス演説は、「米国は現在、中国を戦略的かつ経済的なライバルと認識し
ている」として、明確に中国に対抗する姿勢を示し、中国国内の人権状況、製造業への補
助金、知的所有権の侵害、東シナ海、南シナ海などでの拡張的な行動、台湾への圧力、香
港民主化への圧力、米国世論への影響力の行使などへの強い批判を行った。17 

一方で、以下のような関与の継続も示している。 
 
トランプ政権が中国からのデカップリング（分離）を求めているのかと問う人がいる。
答えは明確なノーだ。米国は中国への関与と、中国の世界への関与を求めている。しか
し、公正さ、相互尊重、国際的な通商ルールに一致した関与だ。18 

  
 強硬な関与政策の従来の関与政策との違いは、中国経済のデカップリング（切り離し）
は志向しないが、一方で、中国に対して将来に渡り軍事技術上の優位性を与えないよう
に、知的財産権の尊重を厳しく求め、「中国製造 2025」のような国家ぐるみの技術開発
をけん制し、米国の軍事優位性を逆転させかねない、最先端の技術の中国への流入を厳し
く制限する政策をとることだ。以下の国防総省の中国の軍事開発についての 2019年の年
次報告書に、その問題意識が明確に示されている。 

 中国の軍事近代化は、米国の作戦上と技術上の中心的な優位性を損なわせる能力獲得を
視野にいれている。中国は、インテリジェンス活動、コンピューターへの侵入、他の不
正な手段の活用に加えて、狙いを定めた対外直接投資、サイバー上での窃盗、中国市民

                                                           
17 “Remarks by Vice President Pence at the Frederic V. Malek Memorial,” October 24, 2019, White House 
Website, https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/remarks-vice-president-pence-frederic-v-
malek-memorial-lecture/ 日本語訳は以下を引用。「ペンス米副大統領、中国は「検閲まで輸出」 
演説概要」日本経済新聞電子版、2019 年 10 月 25 日、
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO51377650V21C19A0FF8000/ 
18 Ibid. 

https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/remarks-vice-president-pence-frederic-v-malek-memorial-lecture/
https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/remarks-vice-president-pence-frederic-v-malek-memorial-lecture/
https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/remarks-vice-president-pence-frederic-v-malek-memorial-lecture/
https://www.whitehouse.gov/briefings-statements/remarks-vice-president-pence-frederic-v-malek-memorial-lecture/
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の技術取得の取り込みなどにより、外国の軍事および汎用技術を獲得する多用な手段を
行使している。19 

  
一方で、米国の同盟国は、トランプ政権あるいはトランプ後の政権が、一時的な妥協と

して、よりソフトな関与政策面を取る可能性も、考慮にいれておく必要があるだろう。
1972年のニクソン大統領による中国への電撃訪問からの米国の対中政策を振り返ると、
対中政策が一定の方向性で落ち着いた時期は短い。1972年に、それ以前の封じ込め策
（containment）から転換した後も、関与（engagement）パラダイムの中で、対中強硬と対
中協力を繰り返してきた。20 

ただし、対中政策が「対抗パラダイム」から「関与パラダイム」に戻る可能性は低いは
ずだ。前出の対中関与派の「中国は敵でない」公開書簡においても、彼らは中国の問題行
動に懸念を示し、同盟国との協力の重要性を強調している。現在の中国の行動に大きな変
化がない限り、「対抗パラダイム」は継続するだろう。同盟国がすべきことは、対中政策
における通商・外交面での柔軟さを維持する一方で、米国との軍事的な強固な関係維持を
していくことである。  

    過去を振り返っても、日本のような米国の同盟国は、自国の防衛、経済の繁栄そして地
域の安定を図るために、米国の政策変更に合わせて柔軟に対応してきた。今やインド・太
平洋地域への中国の影響が大きくなり、米国とその同盟国が地域の安定を図ろうと考えて
いる中で、我々の思考には、国際関係論の二本の柱でもあるリアリズム（現実主義）とリ
ベラリズム（自由主義）の両方からのアプローチが必要となる。 

 たとえば、現在の日本政府の「自由で開かれたインド・太平洋構想」も、リアリズムと
リベラリズムのミックスである。21リベラリズムの要素としては、日本がアジア・太平洋
島嶼国・アフリカなどの諸国に対して、経済開発の援助を継続し、日本自身の活動や地域
への能力構築支援を通じて、地域の安定のための公共財を提供することである。リアリス

                                                           
19 US Department of Defense, Annual Report to Congress: Military and Security Developments Involving the 
People’s Republic of China 2019, May 2019, p.III., https://media.defense.gov/2019/May/02/2002127082/-
1/-1/1/2019_CHINA_MILITARY_POWER_REPORT.pdf 
20 ジェームズ・マン 前掲書、拙著『2025 年米中逆転：歴史が教える米中関係の真実』、PHP 研究
所、2011 年。  
21 外務省ウェブサイト「自由で開かれたインド太平洋に向けて」、2019 年 6 月、
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000407642.pdf 
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トの要素は、自身の軍事力の能力を構築し、米国との緊密な同盟機能を深化させること
で、中国の軍事力による冒険主義を事前に防ぎ、自国の安全と権益を守ることである。 

この二つの側面を持つ日本の積極的な政策は、少なくとも、地域のリベラルな国際秩序
を維持するための資源に寄与する。これらの活動を、オーストラリア、台湾、インド、モ
ンゴル、ASEAN諸国、そして長期的には韓国といった諸国により、米国が支えてきた公
共財を共同で負担するような体制を構築することだ。それにより、米国の軍事プレゼンス
が不公平な持ち出しだと不満を抱いている内向きの米国有権者を説得して、持続的なもの
にすることもできる。（終） 
  


